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（注）  １．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

２．利回り、比率は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。 

３．「Ⅱ 平成２８年度決算の概況」以下の２８年３月期比、２８年３月末比欄等の計数は、表

上の数値による計算結果を表示しております。 

 

 



 

（1） 

Ⅰ 平成２８年度決算ダイジェスト 

 

１．損益の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

  

                                                        （単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

業務粗利益 ５５８ ６０４ △４６ 

（うちコア業務粗利益） （５６３） （５９９） （△３６） 

 資金利益 ４５４ ４７５ △２１ 

 役務取引等利益 ９２ ９５ △２ 

 
その他業務利益 

（除く国債等債券損益） 

１１ ３３ △２１ 

 （１７） （２８） （△１１） 

経費 ４２７ ４１４ １３ 

 人件費 ２３６ ２３５ １ 

 物件費 １６２ １５７ ４ 

実質業務純益 １３０ １９０ △５９ 

 コア業務純益 １３５ １８５ △４９ 

一般貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

業務純益 １３０ １９０ △５９ 

臨時損益 ２１ ２７ △５ 

 うち不良債権処理額（△） １６ ８ ８ 

 うち貸倒引当金戻入益 ３ １８ △１４ 

 うち償却債権取立益 ９ １１ △１ 

 うち株式等関係損益 ２７ ３ ２４ 

経常利益 １５２ ２１７ △６４ 

特別損益 △２ △１ △１ 

当期純利益 １１４ １４２ △２７ 

○コア業務粗利益…対前年比３６億円減益の５６３億円となりました。 

資金利益、役務取引等利益及び国債等債券損益を除くその他業務利益がそれぞれ減少いたし

ました。 

○コア業務純益…対前年比４９億円減益の１３５億円となりました。 

○実質業務純益…国債等債券損益、コア業務純益がそれぞれ減益となったことから、対前年比５９

億円減益の１３０億円となりました。 

○経常利益…株式等関係損益が２４億円増加したものの、ネット信用コストが２３億円増加したこと

から対前年比６４億円減益の１５２億円となりました。 

○当期純利益…対前年比２７億円減益の１１４億円となりました。 

【【【【コアコアコアコア業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益・コア・コア・コア・コア業務純益業務純益業務純益業務純益】】】】
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（2） 

（１）業務粗利益、コア業務粗利益 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

業務粗利益 ５５８ ６０４ △４６ 

（うちコア業務粗利益） （５６３） （５９９） （△３６） 

 

資金利益 

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

（うち資金調達費用） 

４５４ 

（２９３） 

（２００） 

（△４４） 

４７５ 

（３１９） 

（１８６） 

（△３５） 

△２１ 

（△２６） 

（１４） 

（△８） 

 役務取引等利益 ９２ ９５ △２ 

 その他業務利益 

（除く国債等債券損益） 

１１ 

（１７） 

３３ 

（２８） 

△２１ 

（△１１）  

 （うち国債等債券損益） （△５） （４） （△１０） 

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益 

 

（２） 経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

経費 ４２７ ４１４ １３ 

 人件費 ２３６ ２３５ １ 

 

物件費 １６２ １５７ ４ 

税金 ２９ ２２ ７ 

 

 

（３）実質業務純益、コア業務純益 

 

 

 

 

 

 

※実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時費用分） 

※コア業務純益＝業務粗利益(除く国債等債券損益)－経費(除く臨時費用分) 

 

○業務粗利益…対前年比４６億円減益の５５８億円 

  資金利益が２１億円、役務取引等利益が２億円、その他業務利益が２１億円それぞれ減少したこと

によるものです。 

○コア業務粗利益…対前年比３６億円減益の５６３億円 

・資金利益…対前年比２１億円減益の４５４億円 

有価証券利息配当金は１４億円増加したものの、貸出金利息が２６億円減少したことに加え、外貨

調達コストの上昇等により資金調達費用が８億円増加したことが要因です。 

・役務取引等利益…対前年比２億円減益の９２億円 

私募債・シンジケートローンやＭ＆Ａ・事業承継等の各種金融ソリューション受入手数料が増加し

たものの、保険や投資信託等の預かり資産販売手数料が減少したことが要因です。 

・その他業務利益(除く国債等債券損益)…対前年比１１億円減益の１７億円 

為替デリバティブや仕組預金の販売収益の減少が要因です。 

・国債等債券損益…対前年比１０億円減益の△５億円 

○経費…対前年比１３億円増加の４２７億円 

・人件費…対前年比１億円増加の２３６億円 

 基幹系システム共同化対応に伴う時間外手当の増加が主因です。 

・物件費…対前年比４億円増加の１６２億円 

基幹系システム共同化対応費用の増加が主因です。 

・税金…対前年比７億円増加の２９億円 

システム共同化投資による消費税の増加や外形標準課税の税率引き上げが主因です。 

○実質業務純益…対前年比５９億円減益の１３０億円 

業務粗利益が４６億円の減益となり、経費が１３億円増加したことから、対前年比５９億円の減益とな

りました。 

○コア業務純益…対前年比４９億円減益の１３５億円 
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（４） 経常利益、当期純利益 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

経常利益 １５２ ２１７ △６４ 

特別損益 △２ △１ △１ 

 うち収用補償金（特別利益） ― １２ △１２ 

 うち固定資産減損・処分損（特別損失） ２ １４ △１１ 

税引前当期純利益 １４９ ２１５ △６５ 

法人税等税金関連費用 ３４ ７３ △３８ 

当期純利益 １１４ １４２ △２７ 

 

＜信用コストの内訳＞ 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

一般貸倒引当金繰入額① ― ― ― 

不良債権処理額② １６ ８ ８ 

 貸出金償却 １２ ７ ５ 

 個別貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

 延滞債権等売却損 ２ ― ２ 

 その他 １ １ ０ 

貸倒償却引当費用①＋② １６ ８ ８ 

貸倒引当金戻入益③ ３ １８ △１４ 

償却債権取立益④ ９ １１ △１ 

偶発損失引当金戻入益⑤※ １ ０ １ 

ネット信用コスト①＋②－③－④－⑤ １ △２１ ２３ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上 

 

＜株式等関係損益＞ 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

株式等関係損益 ２７ ３ ２４ 

 株式等売却益 ３４ ２５ ９ 

 株式等売却損 ６ １９ △１２ 

 株式等償却 ０ ２ △２ 

 

○経常利益…対前年比６４億円減益の１５２億円 

○当期純利益…対前年比２７億円減益の１１４億円 

・ネット信用コスト…対前年比２３億円増加の１億円 

前年は１８億円の戻入だった貸倒引当金が３億円の戻入となったことや貸出金償却の増加を

主因に、ネット信用コストは２３億円増加いたしました。 

・株式等関係損益…対前年比２４億円増加の２７億円 

株式等売却益は９億円増加、株式等売却損が１２億円、株式等償却が２億円それぞれ減少し

た結果、株式等関係損益全体では対前年比２４億円増加いたしました。 

・特別損益…対前年比１億円減益の△２億円 

・法人税等税金関連費用は税引前当期純利益の減少等に伴い３８億円減少いたしました。 

・結果、当期純利益は対前年比２７億円減益の１１４億円となりました。 



 

（4） 

２．預金等の状況 

（１）預金 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度末 ２７年度末 増減 

預金残高      ① ４４，８９３ ４３，５７８ １，３１５ 

譲渡性預金残高 ② ２，２４７ ２，０５５ １９１ 

預金等残高（①＋②） ４７，１４０ ４５，６３４ １，５０６ 

 うち県内預金等残高 ４６，０７１ ４４，７６５ １，３０５ 

 

（２）預かり資産 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度末 ２７年度末 増減 

預かり資産残高  ③ ５，３９８ ５，５７３ △１７４ 

 投資信託 １，０５２ １，１２６ △７３ 

 公共債 １，２６９ １，４９０ △２２０ 

 終身保険･個人年金保険等 ３，０７６ ２，９５６ １１９ 

預金等残高     ④ ４７，１４０ ４５，６３４ １，５０６ 

合計残高   （③＋④） ５２，５３９ ５１，２０８ １，３３１ 

 

３．貸出金の状況 

（１） 貸出金 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２８年度末 ２７年度末 増減 

貸出金残高 ３１，５５１ ２９，６１２ １，９３８ 

 うち県内貸出金残高 ２２，９７２ ２１，７２０ １，２５１ 

 うち県外貸出金残高 ８，５７９ ７，８９１ ６８７ 

 うち個人住宅ローン残高 ６，６９７ ６，２７１ ４２６ 

 

○預金等残高は対前年度末比１，５０６億円増加し４兆７，１４０億円となりました。 

○県内預金等残高は対前年度末比１，３０５億円増加し、４兆６，０７１億円となりました。 

○預金等残高と預かり資産残高合計で対前年度末比１，３３１億円増加いたしました。 

投資信託は７３億円、公共債は２２０億円それぞれ減少いたしましたが、終身・個人年金保

険等は１１９億円、預金等残高は１，５０６億円それぞれ増加いたしました。 

今後も、お客さまのニーズにお応えすべく、運用商品の品揃えを充実させてまいります。 

○貸出金残高は対前年度末比１，９３８億円増加し３兆１，５５１億円となりました。 

○県内貸出金残高は対前年度末比１，２５１億円、県外貸出金残高は対前年度末比６８７億

円それぞれ増加いたしました。 

○個人住宅ローン残高は対前年度末比４２６億円増加し６，６９７億円となりました。 

【【【【預金等預金等預金等預金等とととと預預預預かりかりかりかり資産資産資産資産】】】】
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（5） 

 

４．不良債権の状況 

 

 

 

 

 

 

 

＜金融再生法開示債権＞ 

（単位：億円） 

 ２８年度末 ２７年度末 増減 

破産更生等債権 ４２ ４４ △２ 

危険債権 ４３０ ４８４ △５４ 

要管理債権 ５０ ４３ ６ 

 小計 ５２３ ５７３ △４９ 

正常債権 ３１，８９７ ２９，８５４ ２，０４３ 

 債権額合計 ３２，４２０ ３０，４２７ １，９９３ 

不良債権比率 １．６１％ １．８８％ △０．２７％ 

 

５．連結決算の状況 

 

 

 

 

 

 

＜前年比較＞ 

（単位：億円） 

 ２８年度 ２７年度 増減 

経常収益 ９４８ ９８３ △３５ 

経常利益 １６９ ２４３ △７３ 

親会社株主に帰属する当期純利益 １１５ １４４ △２９ 

 

＜連単倍率＞ 

（単位：億円） 

 連結 単体 連単倍率 

経常収益 ９４８ ７４２ １．２７倍 

経常利益 １６９ １５２ １．１１倍 

親会社株主に帰属する当期純利益 １１５ １１４ １．００倍 

 

 

○不良債権額は対前年度末比４９億円減少し５２３億円となり、債権額に占める割合、不良債

権比率も０．２７％低下の１．６１％となりました。 

○要管理債権は６億円増加いたしましたが、破産更生等債権は２億円、危険債権は５４億円そ

れぞれ減少いたしました。 

【【【【不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率】】】】

1.611.611.611.61
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○連結決算は当行及び連結子会社７社で構成されております。 

○単体決算同様に経常利益は７３億円の減益、親会社株主に帰属する当期純利益は２９億円

の減益となりました。７社全てにおいて当期純利益を計上すると共に純資産も十分な水準を

確保しております。 

【【【【不良債権額不良債権額不良債権額不良債権額】】】】

523523523523

573573573573

646646646646

0000

200200200200

400400400400

600600600600

800800800800

26年度26年度26年度26年度 27年度27年度27年度27年度 28年度28年度28年度28年度



 

（6） 

６．自己資本比率（速報値、国内基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．２９年度業績予想 

 

 

 

 

 

 

 

【単体】 

（単位：億円） 

 ２９年度予想 ２８年度実績 増減 

コア業務純益 １５９ １３５ ２４ 

実質業務純益 １６４ １３０ ３４ 

経常利益 １７７ １５２ ２５ 

当期純利益 １２１ １１４ ７ 

（ネット信用コスト） ５ １ ４ 

 

【連結】 

（単位：億円） 

 ２９年度予想 ２８年度実績 増減 

経常利益 ２０３ １６９ ３４ 

親会社株主に帰属する当期純利益 １２８ １１５ １３ 

 

○単体自己資本比率１０．１６％、連結自己資本比率１０．７９％ 

早期是正措置の発動基準である４％を十分上回る水準を確保しております。 

○リスクアセットの計算に際し、信用リスクは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配

分手法」を採用しております。 

○単体 

経常利益は２５億円増益の１７７億円、当期純利益は７億円増益の１２１億円を見込んでおります。 

○連結 

経常利益は３４億円増益の２０３億円、親会社株主に帰属する当期純利益は１３億円増益の１２８億

円を見込んでおります。 

【【【【単体単体単体単体】】】】
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【【【【連結連結連結連結】】】】
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Ⅱ  平成２８年度決算の概況 

１．損益状況 

【単体】                                                           （百万円） 

  ２９年３月期  ２８年３月期 

   ２８年３月期比  

業務粗利益 １ ５５，８２９ △４，６４７ ６０，４７６ 

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ （５６，３６６） （△３，６３３) (５９，９９９) 

 資金利益 ３ ４５，４３２ △２，１６６ ４７，５９８ 

 役務取引等利益 ４ ９，２２０ △２９６ ９，５１６ 

 その他業務利益 ５ １，１７６ △２，１８６ ３，３６２ 

 （うち国債等債券損益） ６ （△５３６） (△１，０１３) (４７７) 

 うち国内業務粗利益 ７ ５３，５９２ △１，６９９ ５５，２９１ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ８ （５２，４７４） (△２，３６４) (５４，８３８) 

  資金利益 ９ ４３，００３ △２，１５６ ４５，１５９ 

  役務取引等利益 １０ ９，１４７ △３０２ ９，４４９ 

  その他業務利益 １１ １，４４１ ７５９ ６８２ 

  （うち国債等債券損益） １２ （１，１１７） (６６４) (４５３) 

 うち国際業務粗利益 １３ ２，２３７ △２，９４８ ５，１８５ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） １４ （３，８９１） (△１，２７０) (５，１６１) 

  資金利益 １５ ２，４２９ △９ ２，４３８ 

  役務取引等利益 １６ ７２ ６ ６６ 

  

その他業務利益 １７ △２６４ △２，９４３ ２，６７９ 

（うち国債等債券損益） １８ （△１，６５４） （△１，６７７） (２３) 

経費（除く臨時処理分） １９ ４２，７８０ １，３１１ ４１，４６９ 

 人件費 ２０ ２３，６４０ １３３ ２３，５０７ 

 物件費 ２１ １６，２０８ ４６２ １５，７４６ 

 税金 ２２ ２，９３１ ７１６ ２，２１５ 

実質業務純益 ２３ １３，０４９ △５，９５８ １９，００７ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２４ （１３，５８５） （△４，９４５） (１８，５３０) 

①一般貸倒引当金繰入額 ２５ ― ― ― 

業務純益 ２６ １３，０４９ △５，９５８ １９，００７ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２７ （１３，５８５） （△４，９４５） (１８，５３０) 

臨時損益 ２８ ２，１８２ △５２２ ２，７０４ 

 ②不良債権処理額 ２９ １，６４２ ８２０ ８２２ 

  貸出金償却 ３０ １，２０８ ５０６ ７０２ 

  個別貸倒引当金繰入額 ３１ ― ― ― 

  延滞債権等売却損 ３２ ２５７ ２５７ ― 

  その他 ３３ １７６ ５７ １１９ 

 （貸倒償却引当費用①＋②） ３４ （１，６４２） （８２０） (８２２) 

 貸倒引当金戻入益 ３５ ３１９ △１，４８２ １，８０１ 

 偶発損失引当金戻入益※ ３６ １７６ １５６ ２０ 

 償却債権取立益 ３７ ９７０ △１８９ １，１５９ 

 株式等関係損益 ３８ ２，７３６ ２，４３０ ３０６ 

  株式等売却益 ３９ ３，４４１ ９２６ ２，５１５ 

  株式等売却損 ４０ ６７５ △１，２６４ １，９３９ 

  株式等償却 ４１ ２９ △２３９ ２６８ 

 その他臨時損益 ４２ △３７９ △６１８ ２３９ 

経常利益 ４３ １５，２３１ △６，４８０ ２１，７１１ 

特別損益 ４４ △２７３ △１０７ △１６６ 

 うち収用補償金（特別利益） ４５ ― △１，２４７ １，２４７ 

 うち固定資産減損・処分損（特別損失） ４６ ２７４ △１，１４０ １，４１４ 

税引前当期純利益 ４７ １４，９５７ △６，５８８ ２１，５４５ 

法人税、住民税及び事業税 ４８ ３，７６８ △１，０７７ ４，８４５ 

法人税等調整額 ４９ △３００ △２，７７１ ２，４７１ 

当期純利益 ５０ １１，４８９ △２，７３９ １４，２２８ 

(参考)     

ネット信用コスト ２５＋２９－３５－３６－３７ ５１ １７５ ２，３３３ △２，１５８ 

有価証券減損処理額 ５２ １８３ △２２９ ４１２ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上
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【連結】 

＜連結損益計算書ベース＞ 

（百万円） 

  ２９年３月期  ２８年３月期 

   ２８年３月期比  

連結粗利益 １ ６０，２６３ △５，５３６ ６５，７９９ 

 資金利益 ２ ４４，９８７ △３，０４４ ４８，０３１ 

 役務取引等利益 ３ １２，９３４ △９８３ １３，９１７ 

 その他業務利益 ４ ２，３４１ △１，５０８ ３，８４９ 

営業経費 ５ ４８，２６１ １，４６４ ４６，７９７ 

貸倒償却引当費用 ６ １，７３０ ８２４ ９０６ 

 貸出金償却 ７ １，２９６ ５０９ ７８７ 

 個別貸倒引当金繰入額 ８ ― ― ― 

 一般貸倒引当金繰入額 ９ ― ― ― 

 延滞債権等売却損 １０ ２５８ ２５８ ― 

 その他 １１ １７６ ５７ １１９ 

貸倒引当金戻入益 １２ ２４ △１，５７４ １，５９８ 

償却債権取立益 １３ ９８５ △１８６ １，１７１ 

株式等関係損益 １４ ２，９１４ １，９９６ ９１８ 

その他 １５ ２，７６０ １９０ ２，５７０ 

経常利益 １６ １６，９５６ △７，３９７ ２４，３５３ 

特別損益 １７ △２７３ △４０ △２３３ 

税金等調整前当期純利益 １８ １６，６８３ △７，４３６ ２４，１１９ 

法人税、住民税及び事業税 １９ ４，７６８ △１，３５７ ６，１２５ 

法人税等調整額 ２０ △４１６ △２，７１２ ２，２９６ 

当期純利益 ２１ １２，３３１ △３，３６６ １５，６９７ 

非支配株主に帰属する当期純利益 ２２ ８０４ △４２６ １，２３０ 

親会社株主に帰属する当期純利益 ２３ １１，５２７ △２，９４０ １４，４６７ 

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用） 

                  ＋（その他業務収益－その他業務費用） 

（参考） 

（百万円） 

連結業務純益 ２４ １４，７７４ △６，８７５ ２１，６４９ 

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益＋関連会社経常利益×持分－内部取引 

 

（連結対象会社数） 

（社） 

連結子会社数 ７ ― ７ 

持分法適用会社数 ― ― ― 

 

２．業務純益  【単体】 

（百万円） 

 ２９年３月期  ２８年３月期 

  ２８年３月期比  

(1) 業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １３，０４９ △５，９５８ １９，００７ 

 職員一人当たり(千円) ５，６２２ △２，６３８ ８，２６０ 

(2) 業務純益 １３，０４９ △５，９５８ １９，００７ 

 職員一人当たり(千円) ５，６２２ △２，６３８ ８，２６０ 
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３．主要勘定残高  【単体】 

「２８年３月末比」「２８年３月期比」欄の上段は増減額、下段は増減率であります。 

 

(1) 末残 

（百万円） 

 全  店  分 国内業務部門分 

 ２９年３月末  ２８年３月末 ２９年３月末  ２８年３月末 

  ２８年３月末比   ２８年３月末比  

資金運用勘定残高 5,161,557 

7,145 

0.13% 

5,154,412 4,854,569 

△64,857 

△1.31% 

4,919,426 

 貸出金 3,155,142 

193,878 

6.54% 

2,961,264 3,109,633 

174,012 

5.92% 

2,935,621 

 有価証券 1,762,894 

△18,224 

△1.02% 

1,781,118 1,443,685 

△25,601 

△1.74% 

1,469,286 

 コールローン等 226,756 

△169,966 

△42.84% 

396,722 226,753 

△169,968 

△42.84% 

396,721 

資金調達勘定残高 5,276,516 

335,066 

6.78% 

4,941,450 4,968,973 

262,240 

5.57% 

4,706,733 

 預金 4,489,387 

131,515 

3.01% 

4,357,872 4,452,022 

127,223 

2.94% 

4,324,799 

 譲渡性預金 224,703 

19,116 

9.29% 

205,587 224,703 

19,116 

9.29% 

205,587 

 コールマネー等 562,022 

184,163 

48.73% 

377,859 292,054 

115,708 

65.61% 

176,346 

 

(2) 平残 

（百万円） 

 全  店  分 国内業務部門分 

 ２９年３月期  ２８年３月期 ２９年３月期  ２８年３月期 

  ２８年３月期比   ２８年３月期比  

資金運用勘定残高 5,010,651 

123,655 

2.53% 

4,886,996 4,691,754 

4,843 

0.10% 

4,686,911 

 貸出金 3,047,245 

183,209 

6.39% 

2,864,036 3,009,750 

171,733 

6.05% 

2,838,017 

 有価証券 1,714,657 

△54,083 

△3.05% 

1,768,740 1,352,575 

△123,691 

△8.37% 

1,476,266 

 コールローン等 229,606 

△18,979 

△7.63% 

248,585 229,601 

△18,933 

△7.61% 

248,534 

資金調達勘定残高 5,082,225 

342,562 

7.22% 

4,739,663 4,765,237 

218,205 

4.79% 

4,547,032 

 預金 4,344,235 

87,439 

2.05% 

4,256,796 4,305,026 

72,905 

1.72% 

4,232,121 

 譲渡性預金 205,116 

△15,350 

△6.96% 

220,466 205,116 

△15,350 

△6.96% 

220,466 

 コールマネー等 531,953 

268,992 

102.29% 

262,961 254,471 

159,325 

167.45% 

95,146 
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(３) 預金、貸出金の新潟県内・県外別内訳【単体】 

海外店は有しておりませんので、国内店のみの計数であります。 

①末残  

（百万円） 

 ２９年３月末   ２８年３月末 

  ２８年３月末比  

  増減額 増減率  

預金 4,489,387 131,515 3.01% 4,357,872 

 新潟県内 4,393,156 120,873 2.82% 4,272,283 

 新潟県外 96,231 10,643 12.43% 85,588 

貸出金 3,155,142 193,878 6.54% 2,961,264 

 新潟県内 2,297,228 125,142 5.76% 2,172,086 

 新潟県外 857,913 68,735 8.70% 789,178 

 

②平残  

（百万円） 

 ２９年３月期   ２８年３月期 

  ２８年３月期比  

  増減額 増減率  

預金 4,344,235 87,439 2.05% 4,256,796 

 新潟県内 4,253,894 82,597 1.98% 4,171,297 

 新潟県外 90,340 4,841 5.66% 85,499 

貸出金 3,047,245 183,208 6.39% 2,864,036 

 新潟県内 2,211,655 125,788 6.03% 2,085,867 

 新潟県外 835,589 57,420 7.37% 778,169 

 

（参考）投資信託・公共債等預かり資産残高 

                                                          （百万円） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

  ２８年３月末比  

投資信託 105,279 △7,383 112,662 

公共債 126,971 △22,049 149,020 

終身・個人年金保険等 307,643 11,971 295,672 

   

 

４．利鞘  【単体】 

(1) 全店分 

（％） 

  ２９年３月期  ２８年３月期 

   ２８年３月期比  

資金運用利回 ① ０．９９ △０．０５ １．０４ 

 貸出金利回 ② ０．９６ △０．１５ １．１１ 

 有価証券利回 ③ １．１６ ０．１１ １．０５ 

 コールローン等利回 ④ ０．２１ ０．００ ０．２１ 

資金調達利回 ⑤ ０．０８ ０．０１ ０．０７ 

 預金等利回 ⑥ ０．０２ △０．０２ ０．０４ 

 外部負債利回 ⑦ ０．４４ ０．１４ ０．３０ 

預金等原価 ⑧=⑥+⑨ ０．９６ △０．０１ ０．９７ 

 （預金）経費率 ⑨ ０．９４ ０．０２ ０．９２ 

資金調達原価 ⑩=⑤+⑪ ０．９２ △０．０３ ０．９５ 

 （資金）経費率 ⑪ ０．８４ △０．０４ ０．８８ 

利 鞘 

預貸金レート差 ②－⑥ ０．９４ △０．１３ １．０７ 

預証レート差 ③－⑥ １．１４ ０．１３ １．０１ 

運用･調達レート差 ①－⑤ ０．９１ △０．０６ ０．９７ 

預貸金利鞘 ②－⑧ ０．００ △０．１４ ０．１４ 

総資金利鞘 ①－⑩ ０．０７ △０．０２ ０．０９ 
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(2) 国内業務部門分 

（％） 

  ２９年３月期  ２８年３月期 

   ２８年３月期比  

資金運用利回 ① ０．９４ △０．０６ １．００ 

 貸出金利回 ② ０．９５ △０．１６ １．１１ 

 有価証券利回 ③ １．０８ ０．０８ １．００ 

 コールローン等利回 ④ ０．２１ ０．００ ０．２１ 

資金調達利回 ⑤ ０．０２ △０．０２ ０．０４ 

 預金等利回 ⑥ ０．０２ △０．０２ ０．０４ 

 外部負債利回 ⑦ ０．０１ △０．０８ ０．０９ 

預金等原価 ⑧=⑥+⑨ ０．９４ △０．０１ ０．９５ 

 （預金）経費率 ⑨ ０．９２ ０．０２ ０．９０ 

資金調達原価 ⑩=⑤+⑪ ０．９０ △０．０３ ０．９３ 

 （資金）経費率 ⑪ ０．８８ △０．０１ ０．８９ 

利 鞘 

預貸金レート差 ②－⑥ ０．９３ △０．１４ １．０７ 

預証レート差 ③－⑥ １．０６ ０．１０ ０．９６ 

運用･調達レート差 ①－⑤ ０．９２ △０．０４ ０．９６ 

預貸金利鞘 ②－⑧ ０．０１ △０．１５ ０．１６ 

総資金利鞘 ①－⑩ ０．０４ △０．０３ ０．０７ 

 

 

５．有価証券  【単体】 

(1) 損益 

  （百万円） 

 ２９年３月期  ２８年３月期 

  ２８年３月期比  

国債等債券損益（５勘定尻） △５３６ △１，０１３ ４７７ 

 売却益 １，６８１ ７０６ ９７５ 

 償還益 ０ △２ ２ 

 売却損 ２，０６５ １，７４７ ３１８ 

 償還損 ― △３８ ３８ 

 償却 １５３ １０ １４３ 

株式等損益（３勘定尻） ２，７３６ ２，４３０ ３０６ 

 売却益 ３，４４１ ９２６ ２，５１５ 

 売却損 ６７５ △１，２６４ １，９３９ 

 償却 ２９ △２３９ ２６８ 

 

(2) 有価証券等に対する引当 

（百万円） 

 ２９年３月期  ２８年３月期 

  ２８年３月期比  

投資損失引当金 ― ― ― 

 

(3) 有価証券の評価損益 

① 有価証券の評価基準 

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理） 

満期保有目的有価証券 償却原価法 

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

子会社株式及び関連会社株式 原価法 
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② 評価損益 

（百万円） 

 ２９年３月末 ２８年３月末 

【連結】 評価損益    評価損益   

  前年比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満期保有目的 3,449 △1,142 3,451 1 4,591 4,597 5 

 その他有価証券 77,646 △5,953 90,831 13,184 83,599 88,652 5,053 

  株式 59,134 16,082 60,105 970 43,052 45,915 2,863 

  債券 19,993 △10,658 20,425 432 30,651 30,852 200 

  その他 △1,481 △11,375 10,300 11,781 9,894 11,884 1,989 

 合計 81,096 △7,095 94,282 13,186 88,191 93,249 5,058 

  株式 59,134 16,082 60,105 970 43,052 45,915 2,863 

  債券 23,443 △11,800 23,877 433 35,243 35,449 206 

  その他 △1,481 △11,375 10,300 11,781 9,894 11,884 1,989 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価

額との差額を計上しております。 

 ２．平成２９年３月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、52,648 百万円、平成２８年３月末の「その

他有価証券」に係る評価差額金は、57,002 百万円であります。 

 

 

（百万円） 

 ２９年３月末 ２８年３月末 

【単体】 評価損益   評価損益  

  前年比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満期保有目的 3,449 △1,142 3,451 1 4,591 4,597 5 

 子会社・関係会社株式 ― ― ― ― ― ― ― 

 その他有価証券 72,562 △5,785 85,724 13,161 78,347 83,340 4,992 

  株式 54,050 16,250 54,997 947 37,800 40,603 2,803 

  債券 19,993 △10,658 20,425 432 30,651 30,852 200 

  その他 △1,481 △11,375 10,300 11,781 9,894 11,884 1,989 

 合計 76,012 △6,927 89,175 13,162 82,939 87,937 4,998 

  株式 54,050 16,250 54,997 947 37,800 40,603 2,803 

  債券 23,443 △11,800 23,877 433 35,243 35,449 206 

  その他 △1,481 △11,375 10,300 11,781 9,894 11,884 1,989 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価

額との差額を計上しております。 

２．平成２９年３月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、50,939 百万円、平成２８年３月末の「その

他有価証券」に係る評価差額金は、54,941 百万円であります。 
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６．自己資本比率 

自己資本比率は、国内基準を適用しております。 

 

【連結】 

（百万円） 

  ２９年３月末(速報値) ２８年３月末 

  ２８年３月末比  

(1) 自己資本比率  (2)／(3) 10.79% △0.69% 11.48% 

(2) 自己資本 ①－② 265,108 3,373 261,735 

 コア資本に係る基礎項目 ① 270,906 5,962 264,944 

 コア資本に係る調整項目 ② 5,797 2,589 3,208 

(3) リスクアセット（注） 2,456,072 177,734 2,278,338 

(4) 総所要自己資本額 98,242 7,109 91,133 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。 

 なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し 

算出しております。 

 

【単体】 

（百万円） 

  ２９年３月末(速報値) ２８年３月末 

  ２８年３月末比  

(1) 自己資本比率  (2)／(3) 10.16% △0.67% 10.83% 

(2) 自己資本 ①－② 245,657 3,201 242,456 

 コア資本に係る基礎項目 ① 252,101 6,167 245,934 

 コア資本に係る調整項目 ② 6,444 2,966 3,478 

(3) リスクアセット（注） 2,416,541 179,501 2,237,040 

(4) 総所要自己資本額 96,661 7,180 89,481 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。 

 なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し 

算出しております。 

 

 

７．ROE  【単体】 

                                                                   （％） 

 ２９年３月期  ２８年３月期 

  ２８年３月期比  

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)ベース 4.36 △1.98 6.34 

業務純益ベース 4.36 △1.98 6.34 

経常利益ベース 5.09 △2.15 7.24 

当期純利益ベース 3.84 △0.90 4.74 

(注)「純資産の部」の期首と期末の平均残高(除く新株予約権)により算出しております。 
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Ⅲ  貸出金等の状況 

 

・部分直接償却を実施しております。 

・未収利息不計上基準 

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先の未収利息は、すべて収益不計上としております。 

・「破産更生等債権」とは、金融再生法施行規則第４条における「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」でありま

す。 

 

１．金融再生法開示債権 【単体】 

（百万円） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破産更生等債権 4,279 △203 4,482 

 破綻先債権 1,045 △324 1,369 

 実質破綻先債権 3,233 120 3,113 

危険債権 43,034 △5,447 48,481 

要管理債権 5,053 682 4,371 

小計 52,367 △4,967 57,334 

正常債権 3,189,732 204,314 2,985,418 

債権額合計 3,242,099 199,346 3,042,753 

 

○債権総額に占める割合 

（％） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破産更生等債権 0.13 △0.01 0.14 

 破綻先債権 0.03 △0.01 0.04 

 実質破綻先債権 0.09 △0.01 0.10 

危険債権 1.32 △0.27 1.59 

要管理債権 0.15 0.01 0.14 

小計 1.61 △0.27 1.88 

正常債権 98.38 0.27 98.11 

債権額合計 100.00  100.00 

 

○金融再生法開示債権の保全状況 

（百万円） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

保全額（Ａ） 43,243 △4,443 47,686 

 貸倒引当金 6,331 △884 7,215 

 担保保証等 36,912 △3,559 40,471 

債権額合計（Ｂ） 52,367 △4,967 57,334 

保全率（Ａ）÷（Ｂ） 82.57% △0.60% 83.17% 
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２．リスク管理債権 

（１）リスク管理債権の状況 

 ①【単体】 

（百万円） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破綻先債権額 927 △282 1,209 

延滞債権額 45,706 △4,925 50,631 

３ヵ月以上延滞債権額 798 648 150 

貸出条件緩和債権額 4,255 35 4,220 

計 51,687 △4,525 56,212 

（部分直接償却額） （10,501） (△1,662) (12,163) 

【参考】貸出金残高（末残） 3,155,142 193,878 2,961,264 

 

○貸出金残高に占める割合 

（％） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破綻先債権額 0.02 △0.02 0.04 

延滞債権額 1.44 △0.26 1.70 

３ヵ月以上延滞債権額 0.02 0.02 0.00 

貸出条件緩和債権額 0.13 △0.01 0.14 

計 1.63 △0.26 1.89 

 

②【連結】 

（百万円） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破綻先債権額 1,116 △212 1,328 

延滞債権額 46,595 △4,921 51,516 

３ヵ月以上延滞債権額 798 648 150 

貸出条件緩和債権額 4,255 35 4,220 

計 52,765 △4,451 57,216 

（部分直接償却額） （10,501） （△1,662） (12,163) 

【参考】貸出金残高（末残） 3,142,667 192,852 2,949,815 

 

○貸出金残高に占める割合 

（％） 

 

２９年３月末  ２８年３月末 

 ２８年３月末比  

破綻先債権額 0.03 △0.01 0.04 

延滞債権額 1.48 △0.26 1.74 

３ヵ月以上延滞債権額 0.02 0.02 0.00 

貸出条件緩和債権額 0.13 △0.01 0.14 

計 1.67 △0.27 1.94 
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３．償却・引当基準と貸倒引当金の状況 

(1) 償却・引当基準 

自己査定区分 

資産区分 

(金融再生法) 

償却・引当方針 

破綻先債権 破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

担保・保証等により保全のない部分に対し、100％

を償却又は個別貸倒引当金として引当 実質破綻先債権 

破綻懸念先債権 危険債権  

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去

の貸倒実績に基づいた 3 年分の予想損失額を個

別貸倒引当金として引当 

要

注

意

先

債

権

 

(要管理先債権)※注 要管理債権 

過去の貸倒実績に基づいた 3 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

(その他の要注意債権) 

正常債権 

一般先 

過去の貸倒実績に基づいた 1 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

ＤＤＳ先 

市場価格のない株式の評価方法に準じた方法に

より算出した予想損失額を一般貸倒引当金として

引当 

正常先債権  

過去の貸倒実績に基づいた 1 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

※注．①要管理先債権及び②経営改善計画により貸出条件緩和債権に該当せずその他要注意先としている

債務者のうちリスクが相対的に高いと見られる債務者に対する債権。 

 

(2) 貸倒引当金等の状況 

  ①【単体】 

（百万円） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

  ２８年３月末比  

貸倒引当金 １１，７９２ △１，３４８ １３，１４０ 

 一般貸倒引当金 ５，８５５ △４３２ ６，２８７ 

 個別貸倒引当金 ５，９３７ △９１５ ６，８５２ 

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。 

 

  ②【連結】 

（百万円） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

  ２８年３月末比 

貸倒引当金 １４，３５８ △１，２４７ １５，６０５ 

 一般貸倒引当金 ６，２２７ △４０８ ６，６３５ 

 個別貸倒引当金 ８，１３１ △８３８ ８，９６９ 

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。 
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４. 自己査定の状況【単体】 

（百万円） 

債務者区分 

分類状況 

債権残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

破綻先 1,045 

1,539 

（1,074） 

 

2,739 

― 

（368） 

 

― 

（96） 

〔10,597〕 

実質破綻先 3,233 

破綻懸念先 43,034 

28,048 

（22,577） 

8,406 

6,578 

（12,050） 

 

 

要

注

意

先

 

要管理先 6,943 1,419 5,524  

 

 

その他の要注意先 175,164 55,215 119,949   

正常先 3,012,677 3,012,677    

合 計 3,242,099 3,098,901 136,619 6,578 ― 

（注）( )内は引当前の分類金額。〔〕内は部分直接償却前の分類金額。 

 

 

５. 自己査定・保全の状況と開示債権【単体】 

（単位：億円） 

  自己査定と保全の状況 金融再生法開示債権 リスク管理債権 

  残高 保全額 引当金 保全率 区分 残高 区分 残高 

破綻先 

 

10 

38 4 100.0% 

破産更生等

債権 

42 

破綻先債権 9 

実質破綻先 32 

延滞債権 457 

破綻懸念先 430 309 54 84.7% 危険債権 430 

要

注

意

先

 

 

うち 

要管理

債権 

(50) (21) (3) (49.6%) 要管理債権 50 

３ヵ月以上 

延滞債権 

7 

貸出条件 

緩和債権 

42 

要管理先 69 29 4 48.8% 小計 523 合 計 516 

その他の 

要注意先 

1,751       

正常先 30,126    正常債権 31,897  

合 計 32,420    合 計 32,420   
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６．業種別貸出状況等【単体】 

  

(1) 業種別貸出金 

（百万円） 

 ２９年３月末 
 

２８年３月末 
２８年３月末比 

国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 3,155,142 193,878 2,961,264 

 製造業 343,331 △1,011 344,342 

 農業、林業 5,362 453 4,909 

 漁業 916 29 887 

 鉱業、採石業、砂利採取業 6,081 △93 6,174 

 建設業 90,692 △9,827 100,519 

 電気･ガス･熱供給･水道業 53,453 8,905 44,548 

 情報通信業 16,373 △293 16,666 

 運輸業、郵便業 114,603 11,809 102,794 

 卸売業、小売業 324,318 △1,119 325,437 

 金融業、保険業 304,003 17,174 286,829 

 不動産業、物品賃貸業 453,121 53,194 399,927 

 各種サービス業 209,288 17,485 191,803 

 地方公共団体 513,798 50,990 462,808 

 その他 719,798 46,184 673,614 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― 
合計 3,155,142 193,878 2,961,264 

 

(2) 業種別リスク管理債権 

（百万円） 

 ２９年３月末 
 

２８年３月末 
２８年３月末比 

国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 51,687 △4,525 56,212 

 製造業 9,510 △1,090 10,600 

 農業、林業 321 77 244 

 漁業 ― ― ― 

 鉱業、採石業、砂利採取業 33 21 12 

 建設業 5,600 △1,190 6,790 

 電気･ガス･熱供給･水道業 ― △87 87 

 情報通信業 488 246 242 

 運輸業、郵便業 532 △932 1,464 

 卸売業、小売業 14,532 △1,892 16,424 

 金融業、保険業 0 △13 13 

 不動産業、物品賃貸業 3,608 948 2,660 

 各種サービス業 13,657 △158 13,815 

 地方公共団体 ― ― ― 

 その他 3,401 △452 3,853 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― 
合計 51,687 △4,525 56,212 

 

 



 

（19） 

(3) 業種別リスク管理債権の貸出金残高比 

（％） 

 ２９年３月末 
 

２８年３月末 
２８年３月末比 

国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 1.63 △0.26 1.89 

 製造業 2.77 △0.3 3.07 

 農業、林業 5.99 1.0 4.99 

 漁業 ― ― ― 

 鉱業、採石業、砂利採取業 0.54 0.34 0.20 

 建設業 6.17 △0.58 6.75 

 電気･ガス･熱供給･水道業 ― △0.19 0.19 

 情報通信業 2.98 1.53 1.45 

 運輸業、郵便業 0.46 △0.96 1.42 

 卸売業、小売業 4.48 △0.56 5.04 

 金融業、保険業 0.00 0.00 0.00 

 不動産業、物品賃貸業 0.79 0.13 0.66 

 各種サービス業 6.52 △0.68 7.20 

 地方公共団体 ― ― ― 

 その他 0.47 △0.10 0.57 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― 
合計 1.63 △0.26 1.89 

 

(4) 個人ローン残高 

                                                                         （百万円） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

  ２８年３月末比 

個人ローン残高 719,798 46,184 673,614 

 住宅ローン残高 669,732 42,621 627,111 

 その他ローン残高 50,066 3,564 46,502 

 

(5) 中小企業等貸出比率 

  （％） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

 
  ２８年３月末比 

中小企業等貸出比率 57.97 0.76 57.21 

 

７．国別貸出状況等  【単体】 

 

(1) 特定海外債権残高   

該当ありません。 

 

(2) アジア向け貸出金  

（百万円） 

 ２９年３月末  ２８年３月末 

 
  ２８年３月末比 

タイ ― △1,000 1,000 

 (うちリスク管理債権) ― ― ― 

合計 ― △1,000 1,000 

 (うちリスク管理債権) ― ― ― 

中南米主要国、ロシア向けの債権はありません。 

 



 

（20） 

Ⅳ ２９年度業績予想 

 １．単体 

 （単位：億円） 

 ２９年９月期 

予想 

 ２８年９月期 

実績 

３０年３月期 

予想 

 ２９年３月期 

実績 ２８年９月期比 ２９年３月期比 

コア業務純益 ７７ △６ ８３ １５９ ２４ １３５ 

実質業務純益 ８１ △４ ８５ １６４ ３４ １３０ 

経常利益 ８８ △９ ９７ １７７ ２５ １５２ 

当期（中間）純利益 ６２ △１５ ７７ １２１ ７ １１４ 

（ネット信用コスト） ２ ３ △１ ５ ４ １ 

 

 ２．連結 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 

予想 

 ２８年９月期 

実績 

３０年３月期 

予想 

 ２９年３月期 

実績 ２８年９月期比 ２９年３月期比 

経常利益 １０１ ０ １０１ ２０３ ３４ １６９ 

親会社株主に帰属する

当期（中間）純利益 

６５ △９ ７４ １２８ １３ １１５ 

 

以 上 


